
(1) 療養病床の転換の支援

 ①　介護保険施設等への転換に伴う整備費用の助成・支援

 ②　医療機関や高齢者等への相談窓口の設置

 ③　療養病床を退院する利用者のための医療・介護サービス提供基盤整備の推進

(2) 医療機関の機能分担・連携の推進

 ①　がん、脳卒中、急性心筋梗塞及び糖尿病の医療連携体制の構築

 ②　救急医療、精神科救急医療、小児医療、周産期医療及び災害時医療の

 　　医療連携体制の構築

 ③　かかりつけ医（かかりつけ歯科医）を中心とした地域医療連携

 ④　地域の中核病院を中心とした地域医療連携

(3) 在宅医療・地域ケアの推進

 ①　在宅医療の推進

 ②　地域ケア体制の充実

 ③　サービス提供基盤の整備と多様な住まいの普及

(1) 保険者による特定健康診査・特定保健指導の推進及びその支援

 ①　特定健康診査・特定保健指導に関する情報の収集・提供

 ②　特定健康診査・特定保健指導の従事者に対する人材育成 

 ③　特定健康診査・特定保健指導データ及び医療費分析の実施

 ④　保険者協議会における保険者間の協議・調整

 ⑤　特定健康診査等に関する個人情報の保護

(2) 生活習慣病予防のための健康づくり

 ①　生活習慣病予防の重要性の普及啓発

 ②　地域保健と職域保健の連携

 ③　歯の健康づくり

３　適正な受診の促進等の取組み

２　医療の効率的な提供の推進のための取組み

１　県民の健康の保持の推進のための取組み

 ①　後期高齢者医療広域連合や市町村への技術的助言等

 ②　重複受診者・頻回受診者に対する訪問指導

 ③　医療費に関する意識の啓発

 ④　レセプト点検の実施

 ⑤　第三者行為に係る求償等の充実

３　適正な受診の促進等の取組み

２　医療の効率的な提供の推進のための取組み

１　県民の健康の保持の推進のための取組み

計画の施策展開

神奈川県医療費適正化計画

　今後、高齢者の増加により、医療費の増加が予想されますが、誰もが安心して

医療を受けられる国民皆保険制度を維持し、将来にわたり持続可能なものとする

ために、医療費の伸びが過度に増大しないようにしていく必要があります。

　神奈川県では、本格的な高齢社会の到来に対応しながら、県民の健康の保持・

増進と生活の質 (ＱＯＬ) の維持・向上に取り組むことにより誰もが安心して医療

サービスを受けられるよう医療費の伸びの適正化を目指してまいります。
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増進と生活の質 (ＱＯＬ) の維持・向上に取り組むことにより誰もが安心して医療

サービスを受けられるよう医療費の伸びの適正化を目指してまいります。

保健福祉部医療課

横浜市中区日本大通１　〒231-8588 電話 (045)210－4884（直通）

「神奈川県医療費適正化計画」は県ホームページでご覧いただけます。

　　　　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/iryo/koureisha/iryohi/index.htmlURL



医療費の見通し
　目標の達成により、約54億円の医療費の伸びの適正化が行われる見込みです。

重点的に取り組む課題神奈川県の医療費を巡る状況
◆　今後の急速な高齢化に対し、県民の健康の保持の推進と医療費の伸びを適正化するために、

　　若年期からの生活習慣病予防対策に重点的に取り組む必要があります。

◆　効率的な医療の提供体制を維持しつつ急速な高齢化に対応するためには、介護サービスや

　　在宅医療も含めた地域ケアの体制づくりが重要です。

◆　県民の医療機関への適正な受診の促進や医療費に関する意識の啓発が重要です。

◆　平成17年度の県民医療費は1兆9,524億円で、平成２年度以降増加を続けています。

◆　神奈川県の一人当たり老人医療費は、一人当たり県民医療費の３倍以上です。

◆　今後の急速な高齢化により、一人当たり医療費の高い老人医療費の割合が増加し、県民医

　　療費も他の都道府県を上回る伸び率での増加が予想されます。

◆　神奈川県の国民健康保険被保険者の医療費を疾病分類別に見ると、高血圧性疾患、脳梗塞、

　　脳内出血、腎不全、糖尿病、虚血性心疾患の６種類の生活習慣病の医療費だけで、全体（１

　　１９種類）の約１／４を占めています。

◆　平均在院日数が長いほど一人当たり入院一般診療医療費が高くなるという相関関係が見ら

　　れます。

計画の目標
　県民の健康の保持の推進と医療の効率的な提供の推進に関する５つの目標を設定し、目標実

現のための取組みを通じて、医療費の伸びの適正化を目指します。

　　　　　　　　目　標　項　目 平成２４年度目標値

特定健康診査の実施率 ７０％以上

特定保健指導の実施率 ４５％以上

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）
の該当者及び予備群の減少率 

平成２０年度比１０％以上

療養病床数（回復期リハビリテーション病棟で
ある療養病床を除く） 
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平均在院日数と一人当たり入院一般診療医療費の関係 ( 平成 17 年度 )

神奈川県の一人当たり医療費 ( 平成 17 年度 )

神奈川県の人口の将来推計

県 民 医 療 費  222,000 円

県 老 人 医 療 費  762,934 円

 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 平成 32 年 平成 37 年 平成 42 年 平成 47 年

全人口 8,792 8,962 9,018 8,993 8,896 8,737 8,525

65 歳以上人口 1,487 1,828 2,182 2,354 2,426 2,542 2,718

（単位：千人）

平成 18 年 5 月診療分
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